
平成 18年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 18年 4月 25日

上場会社名 日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社 上場取引所　　　　東証第一部

コード番号  9694 本社所在都道府県　神奈川県

(URL http://hitachisoft.jp/)
代　　表　　者　役職名　代表執行役 執行役社長
　　　　　　　　氏　名　小川　健夫
問合せ先責任者　役職名　ＣＳＲ本部 広報ＩＲ部長 TEL (03) 5780 - 6447
　　　　　　　　氏　名　河内　延泰
決算取締役会開催日　　　平成 18年 4月 25日 中間配当制度の有無　　有
配当支払開始予定日　　　平成 18年 6月  1日 定時株主総会開催日　　平成 18年 6月 22日
単元株制度採用の有無　　有(１単元　100 株)

１. 18年  3月期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満は切捨て表示）

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年  3月期 149,207 △ 15.6 5,476 ─ 5,422 ─ 

17年  3月期 176,755 △ 19.8 △ 9,549 ─ △ 8,599 ─ 

  当 期 純 利 益 １株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　銭 円　銭 ％　 ％　 ％　
18年  3月期 3,022 ─ 47.13    ─　　 3.0    3.4    3.6    

17年  3月期 △ 10,800 ─ △ 168.37    ─　　 △ 10.2    △ 4.9    △ 4.9    
(注)①期中平均株式数 18年  3月期    64,144,884 株　　　17年  3月期    64,147,381 株 
    ②会計処理の方法の変更　　無
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％　 ％　

18年  3月期 20.00    10.00    10.00    1,282    42.4    1.3    

17年  3月期 25.00    15.00    10.00    1,603    ─     1.6    
（注）18年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　─ 円 ─ 銭 、　特別配当　─ 円 ─ 銭 

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円　　 百万円　　 ％　　 円　銭　
18年  3月期 157,533 101,239 64.3 1,578.33

17年  3月期 159,482 99,074 62.1 1,544.52
(注)①期末発行済株式数　18年  3月期     　64,143,457 株　17年  3月期     　64,145,873 株

 　 ②期末自己株式数　　18年  3月期        　335,924 株　17年  3月期        　333,508 株

２. 19年  3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 72,000    2,450    1,400    12.00    － －

通　期 153,000    5,500    3,150    － 12.00       24.00    
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  49円 11銭 
 ※　業績予想につきましては、当社が現時点で合理的であると判断する一定の条件に基づき作成しており、実際の業績は予想と
　 大幅に異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は添付資料の７ページをご参照下さい。
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７．個別財務諸表等 
７．１ 比較貸借対照表 

        （単位：百万円） 

  期 別  当  期  末 前  期  末 

 科 目    （２００６年３月３１日） （２００５年３月３１日） 
対前期末比較増減 

【 資 産 の 部 】    

流 動 資 産    ７６，１３６ ７８，９９３ △ ２，８５７ 

  現 金 及 び 預 金  ４７９ ３，０３６ △ ２，５５６ 

  受 取 手 形  ４１７ ２６２ １５５ 

  売 掛 金  ４８，５５８ ４５，４５３ ３，１０５ 

  有 価 証 券  ５６４ ２，５０８ △ １，９４３ 

  製 品  １，６９５ ８９９ ７９６ 

  仕 掛 品  ５，１７１ ５，０８６ ８５ 

  前 払 費 用  ２ ９０ △    ８７ 

  預 け 金  １４，２４３ ９，８２６ ４，４１７ 

  繰 延 税 金 資 産  ４，３４８ ９，８０４ △ ５，４５５ 

  そ の 他  ８２２ ２，０９１ △ １，２６８ 

  貸 倒 引 当 金  △   １６９ △    ６３ △   １０５ 

         
固 定 資 産    ８１，３９７ ８０，４８８ ９０８ 

 有 形 固 定 資 産   ３２，５４７ ３４，２５０ △ １，７０２ 

  賃 貸 営 業 資 産  ３８１ ７７８ △   ３９６ 

  建 物  １５，５１８ １６，５５９ △ １，０４１ 

  構 築 物  ２６９ ２９８ △    ２８ 

  機 械 及 び 装 置  ５５ ６５ △     ９ 

  工 具 器 具 備 品  １，１１２ １，２９８ △   １８５ 

  土 地  １５，２００ １５，２４５ △    ４４ 

  建 設 仮 勘 定  ９ ４ ４ 

 無 形 固 定 資 産   ８，１２９ ８，９９１ △   ８６２ 

  ソ フ ト ウ ェ ア  ８，０３２ ８，８９１ △   ８５９ 

  そ の 他  ９７ ９９ △     ２ 

 投資その他の資産   ４０，７１９ ３７，２４７ ３，４７２ 

  投 資 有 価 証 券  ８，８７３ １０，０４６ △ １，１７２ 

  関 係 会 社 株 式  １６，７５９ １５，２５４ １，５０４ 

  従 業 員 長 期 貸 付 金  ２８ ３２ △     ４ 

  破 産 債 権 等  ２３６ ２０５ ３１ 

  長 期 前 払 費 用  ２５ ２０ ５ 

  差 入 敷 金 保 証 金  ３，０２５ ３，３１４ △   ２８９ 

  前 払 年 金 費 用  １，５４８ １，６３５ △    ８７ 

  繰 延 税 金 資 産  ７，８２６ ４，７２３ ３，１０２ 

  そ の 他  ２，６５７ ２，２５２ ４０５ 

  貸 倒 引 当 金  △   ２６１ △   ２３９ △    ２１ 

     ９    
資 産 合 計  １５７，５３３ １５９，４８２ △ １，９４９ 

     



－ 25 － 
 

 

 

        （単位：百万円） 

  期 別  当  期  末 前  期  末 

 科 目    （２００６年３月３１日） （２００５年３月３１日） 
対前期末比較増減 

【 負 債 の 部 】    

流 動 負 債    ２９，４２７  ３４，９７８  △ ５，５５１  

  買 掛 金  １７，０５４  １８，１９１  △ １，１３７  

  未 払 金  ６９２  ９８３  △   ２９１  

  未 払 費 用  ６，４５５  ５，９３０  ５２４  

  未 払 法 人 税 等  ２６２  １６７  ９５  

  未 払 消 費 税 等  １，６６４  １，６０４  ５９  

  前 受 金  ２，５１６  ２，５１４  ２  

  預 り 金  ３３６  ４８２  △   １４５  

  従 業 員 預 り 金  １７  ９  ７  

  受 注 損 失 引 当 金  ４０３  ５，０８７  △ ４，６８３  

  そ の 他  ２２  ７  １５  

固 定 負 債    ２６，８６６  ２５，４２９  １，４３６  

  社 債  １５，０００  １５，０００  ─  

  退 職 給 付 引 当 金  １０，９２２  １０，１００  ８２２  

  役員退職慰労引当金  ３７８  ２７３  １０５  

  プログラム補修引当金  １１３  ５６  ５７  

  そ の 他  ４５１  ─  ４５１  

負 債 合 計  ５６，２９３  ６０，４０８  △ ４，１１４  

         

【 資 本 の 部 】    

資 本 金   ３４，１８２  ３４，１８２  ─  

資 本 剰 余 金   ３５，２３５  ３５，２３５  ─  

  資 本 準 備 金  ３５，２３５  ３５，２３５  ─  

利 益 剰 余 金   ３４，９７４  ３３，２３４  １，７４０  

  利 益 準 備 金  ２，５３７  ２，５３７  ─  

  任 意 積 立 金  ２８，２３７  ２８，７７６  △   ５３９  

  当 期 未 処 分 利 益  ４，１９９  １，９２０  ２，２７９  

その他有価証券評価差額金   △ １，５９９  △ ２，０２９  ４３０  

自 己 株 式   △ １，５５３  △ １，５４７  △     ５  

資 本 合 計  １０１，２３９  ９９，０７４  ２，１６５  

負 債 ・ 資 本 合 計  １５７，５３３  １５９，４８２  △ １，９４９  
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７．２ 比較損益計算書 

        （単位：百万円） 

   期 別  当   期 前   期  
      自 ２００５年４月 １日 自 ２００４年４月 １日 対前期比較増減 
 科 目   至 ２００６年３月３１日 至 ２００５年３月３１日  
      

 売 上 高  １４９，２０７  １７６，７５５  △２７，５４８  

 売 上 原 価  １２５，３９３  １６７，９５４  △４２，５６０  

  売 上 総 利 益  ２３，８１４  ８，８０１  １５，０１２  

 販 売 費 及 び一 般 管理 費  １８，３３７  １８，３５０  △    １３  

  営 業 利 益 ( 損 失 )  ５，４７６  △ ９，５４９  １５，０２６  

 営 業 外 収 益  ５４７  １，７３４  △ １，１８６  

 (受取利息及び配当金)  （    ４４９） （    ７０２） （△   ２５２） 

 (雑 収 益)  （     ９７） （  １，０３１） （△   ９３３） 

 営 業 外 費 用  ６０１  ７８４  △   １８２  

 (支 払 利 息)  （    ２９２） （    ３２５） （△    ３３） 

 (雑 損 失)  （    ３０９） （    ４５８） （△   １４９） 

  経 常 利 益 ( 損 失 )  ５，４２２  △ ８，５９９  １４，０２２  

          

 特 別 利 益  ８３８  １，４４６  △   ６０７  

 (投資有価証券売却益)  （    ８３８） （      ─） （    ８３８） 

 (関係会社株式売却益)  （      ─） （  １，２８５） （△ １，２８５） 

 (固 定 資 産 売 却 益)  （      ─） （    １６０） （△   １６０） 

 特 別 損 失  ９３８  １１，５６２  △１０，６２４  

 (投資有価証券評価損)  （    ７１９） （    ２７３） （    ４４６） 

 (関係会社株式評価損)  （    １３７） （    １２８） （      ８） 

 (土 地 売 却 損)  （      ─） （  ５，６２６） （△ ５，６２６） 

 (た な 卸 資 産 処 分 損)  （      ─） （  ２，４５０） （△ ２，４５０） 

 (特 別 退 職 金)  （      ─） （  ２，１８５） （△ ２，１８５） 

 (関 係 会 社 整 理 損)  （      ─） （    ８９７） （△   ８９７） 

 (そ の 他)  （     ８１） （      ─） （     ８１） 

 税引前当期純利益(損失)  ５，３２２  △１８，７１６  ２４，０３９  

 法人税、住民税及び事業税  ８５  ３９  ４６  

 過 年 度 法 人税 等 支払 額  １５６  ─  １５６  

 過 年 度 法 人税 等 戻入 額  ─  ２７４  △   ２７４  

 法 人 税 等 還 付 額  ─  １，１７１  △ １，１７１  

 法 人 税 等 調 整 額  ２，０５８  △ ６，５０９  ８，５６７  

 当 期 純 利 益 ( 損 失 )  ３，０２２  △１０，８００  １３，８２３  

 前 期 繰 越 利 益  １，８１８  １３，６８２  △１１，８６４  

 中 間 配 当 額  ６４１  ９６２  △   ３２０  

 当 期 未 処 分 利 益  ４，１９９  １，９２０  ２，２７９  
      

 
 
 

（      ） （      ）
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７． ３ 比較利益処分計算書案 

        （単位：百万円） 

   期 別  当   期 前   期  
      自 ２００５年４月 １日 自 ２００４年４月 １日 対前期比較増減 
 科 目   至 ２００６年３月３１日 至 ２００５年３月３１日  

      

 当 期 未 処 分 利 益  ４，１９９ １，９２０ ２，２７９ 

      

 プログラム準備金取崩額  ６１０ ５３９ ７１ 

      

 合    計  ４，８１０ ２，４５９ ２，３５０ 

      

こ れ を 下 記 の と お り 処 分 い た し ま す 。 

      

 配 当 金  ６４１ ６４１ ─ 

      

 次 期 繰 越 利 益  ４，１６９ １，８１８ ２，３５０ 

      

（注）１．2005 年 12 月 5 日に１株につき 10 円の中間配当を実施しております。 
   ２．プログラム準備金は、租税特別措置法の規定に基づく積立額であります。 
 
 

（      ）（      ） 
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重要な会計方針 
 
 １．有価証券の評価基準及び評価方法 
   子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 
   その他有価証券 
    時価のあるもの……市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 
    時価のないもの……移動平均法による原価法 
 
 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   製 品……移動平均法による低価法 
   仕 掛 品……個別法による原価法 
 
 ３．固定資産の減価償却の方法 
   有形固定資産……定率法（但し、１９９８年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く。)については定額法） 
   無形固定資産……定額法 
 
 ４．引当金の計上基準 
   貸 倒 引 当 金……営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 
              貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計 
              上しております。 
   受 注 損 失 引 当 金          ……ソフトウェアの請負契約に基づく開発のうち、当期末時点で将来の損失が見込まれ、 
              かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについては、翌期以降に発生が 
              見込まれる損失額を計上しております。 
   退 職 給 付 引 当 金          ……従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額 
              に基づき計上しております。 
   役員退職慰労引当金          ……役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 
   プログラム補修引当金……プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績に基づく将来発生見込額 
              を計上しております。 
 
 ５．収益及び費用の計上基準 
   ソフトウェアの請負契約に基づく開発については、進行基準を適用しております。 
 
 ６．リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の 
  賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
 ７．消費税等の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 
 
 
重要な会計方針の変更 
  （固定資産の減損に係る会計基準） 
    当期より、固定資産の減損に係る会計基準（｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計 
   審議会 2002 年 8 月 9 日)）及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第 6号 2003  
   年 10 月 31 日)を適用しております。これにより、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ 132 百万円減少して 
   おります。 
    なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 
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注記事項 
 

（貸借対照表関係） （当 期 末） （前 期 末）  

 １．有形固定資産減価償却累計額 12,286 百万円 11,328 百万円  

 ２．保証債務 1,201 百万円 1,502 百万円  

 

   

（損益計算書関係）    

 １．販売費及び一般管理費の主な内訳 （ 当 期 ） （ 前 期 ）  

  給 与 諸 手 当 4,958 百万円 5,170 百万円  

  退 職 給 付 費 用 315 393  

  減 価 償 却 費 1,075 1,033  

  研 究 開 発 費 2,314 1,839  

  営 業 技 術 費 2,626 2,839  

   販売費の割合  概ね５割  概ね５割   

 
   ２．減損損失 

     当期において、当社は以下の資産について減損損失を計上いたしました。 

       場所：福岡県久留米市 

       用途：福利厚生施設（遊休） 

       種類：土地、建物、構築物、工具器具備品 

     当社は、情報サービス単一事業のため、事業用資産は全体で１つの資産グループとし、遊休資産は物件ごとに 

    グルーピングしております。 

     上記資産については遊休状態にあり、かつ回収可能価額が帳簿価額を下回ったため、帳簿価額を回収可能価額 

    まで減額し、当該減少額を減損損失として営業外費用に 132 百万円計上しております。 

     なお、回収可能価額は、主に不動産鑑定評価に基づく正味売却価額により測定しております。 

 
 
（有価証券関係）       

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの   （単位：百万円）

 当   期   末 前   期   末 

種 類 貸借対照表計上額 時 価 差 額 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子会社株式 350 6,506 6,156 350 5,913 5,563 

関連会社株式 14,631 11,534 △ 3,097 12,709 12,030 △  678 

合 計 14,981 18,041 3,059 13,059 17,944 4,884 
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  （税効果会計関係） 

   １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 （ 当 期 末 ） （ 前 期 末 ） 

  退職給付引当金損金算入限度超過額 4,445 百万円 3,930 百万円 

  繰越欠損金 3,370  1,066  

  賞与引当金損金算入限度超過額 1,681  1,584  

  受注損失引当金 1,252  2,070  
  その他有価証券評価差額金 1,124  1,395  

  減価償却費損金算入限度超過額 762  685  

  土地売却損 ─  1,958  
  その他 2,038  4,526  

 繰延税金資産 小計 14,675  17,216  

 評価性引当額 △   243  ─  

 繰延税金資産 合計 14,432  17,216  
      
 繰延税金負債     

  プログラム準備金 △ 1,600  △ 2,020  

  前払年金費用 △   630  △   665  
  その他有価証券評価差額金 △    26  △     2  

 繰延税金負債 合計 △ 2,257  △ 2,688  

 繰延税金資産の純額 12,175  14,528  

 
   ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の 

    原因となった主要な項目別の内訳 

   （ 当 期 ）  

  国内の法定実効税率 40.7%  

  （調整）   

   評価性引当額 4.6%  

   過年度法人税等支払額  2.9%  

   受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 2.2%  

  その他 △ 2.8%  

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.2%  
 
 
  （１株当たり情報関係） 

    １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、前期は当期純損失を計上しているため、当期は希薄化効果を 

   有している潜在株式が存在しないため、それぞれ記載しておりません。 

 当 期 前 期 

１株当たり当期純利益（損失）   

 当期純利益（損失）（百万円） 3,022 △ 10,800  

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ─ 

 普通株式に係る当期純利益（損失）（百万円） 3,022 △ 10,800  

 普通株式の期中平均株式数（株） 64,144,884 64,147,381 
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８．役員の異動（平成 18 年 6 月 22 日付） 
 

 （1）代表者の異動  
取締役会長 川村  隆 （現 当社 取締役会長・代表執行役 

   兼 株式会社日立製作所 取締役） 
 

    下記の代表者の異動については、平成 18 年 2 月 23 日に開示済であります。 

代表執行役 
執行役社長 

小野  功 （現 当社 取締役 兼 株式会社日立製作所 特命顧問）

 小川 健夫 
 
（現 当社 代表執行役 執行役社長・取締役） 
当社相談役に就任 

 

 （2）その他の役員の異動 

   [新任取締役候補者] 
取 締 役 西川 晃一郎 （現 株式会社日立製作所 執行役常務） 

 

    取締役候補者の西川 晃一郎氏は、社外取締役候補者です。 

 

   [退任予定取締役] 

 小川 健夫 
 
（現 当社 代表執行役 執行役社長・取締役） 
当社相談役に就任 

 

  《新任取締役候補者の略歴》 

   西川 晃一郎（にしかわ  こういちろう） 

         （昭和 22 年 7 月 12 日生） 
昭和 45 年 3 月  東京大学 法学部卒業 
昭和 45 年 4 月  株式会社日立製作所入社 
昭和 50 年 6 月  ハーバード大学経営大学院卒業（ＭＢＡ） 
平成 7 年 8 月  日立アメリカ社副社長 
平成 11 年 4 月 
平成 13 年 4 月 
平成 15 年 4 月 
平成 15 年 6 月 
平成 18 年 1 月 

 株式会社日立製作所事業開発室長 
同社 グローバル事業開発本部長 
同社 事業開発部門長 
同社 執行役 
同社 執行役常務 現在に至る 

 

  なお、執行役の異動(平成 18 年 4 月 1日付)については、平成 18 年 2 月 23 日に開示済であります。 

 


